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○鎌ケ谷市子育て短期支援事業の実施に関する規則 

平成24年４月１日規則第21号 

改正 

平成25年２月18日規則第１号 

鎌ケ谷市子育て短期支援事業の実施に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に

困難となった児童に対し、実施施設において必要な保護を行う事業（以下「子育て短期支援事業」

という。）を実施することにより、当該児童及びその保護者の福祉の向上を図ることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 児童 満18歳に達するまでの者をいう。 

(２) 実施施設 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第37条に規定する乳児院、同法第38条に規

定する母子生活支援施設又は同法第41条に規定する児童養護施設であって、市長が指定したも

のをいう。 

（事業の種類及び内容） 

第３条 子育て短期支援事業は、次の各号に掲げる事業の種類に応じ当該各号に定める内容とする。 

(１) 短期入所生活援助事業 現に児童を養育している保護者が、疾病その他の理由により家庭

において児童を養育することが一時的に困難となった場合に、当該児童を一時的に実施施設に

入所させ、養育を行う事業をいう。 

(２) 日帰り養護事業 現に児童を養育している保護者が、仕事その他の理由により日中に家庭

において児童の養育が困難となった場合に、午前７時から午後６時までのうち８時間、実施施

設において当該児童に対し生活指導、食事の提供等を行う事業をいう。 

(３) 夜間養護事業 現に児童を養育している保護者が、仕事その他の理由により夜間に家庭に

おいて児童の養育が困難となった場合に、午後６時から午後10時まで、実施施設において当該

児童に対し生活指導、食事の提供等を行う事業をいう。 

２ 市長は、実施施設との協議により、子育て短期支援事業を実施する児童の年齢を限定し、前項

に定める事業の一部を実施しないことができる。 

（事業の利用期間） 
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第４条 短期入所生活援助事業を連続して利用できる期間は、７日以内とする。ただし、市長は、

必要があると認めるときは、当該期間を延長することができる。 

２ 日帰り養護事業及び夜間養護事業を利用できる期間は、６月以内とする。ただし、市長は、必

要があると認めるときは、当該期間を延長することができる。 

（対象者） 

第５条 子育て短期支援事業を利用できる者（以下「対象者」という。）は、本市に居住し、かつ、

本市の住民基本台帳に記録されている児童とする。ただし、市長が特に必要と認めるときは、こ

の限りではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する児童は、子育て短期支援事業を利用

することができない。 

(１) 伝染性の感染症にり患している児童 

(２) 入院治療を要する児童 

(３) その他子育て短期支援事業の利用に支障があると市長が認める児童 

（利用登録の申請） 

第６条 子育て短期支援事業を利用しようとする児童の保護者は、鎌ケ谷市子育て短期支援事業利

用登録申請書（別記第１号様式）に市長が必要と認める書類を添えて、あらかじめ利用の登録（以

下「利用登録」という。）を受けなければならない。ただし、緊急その他やむを得ない事情があ

ると市長が認めるときは、その事情がなくなった後に、利用登録を受けなければならない。 

（利用登録の可否の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、利用登録の可否を決定し、その

旨を鎌ケ谷市子育て短期支援事業利用登録可否決定通知書（別記第２号様式）により当該申請を

した保護者に通知するものとする。 

（利用登録の有効期間） 

第８条 利用登録の有効期間は、第６条の申請をした日から、その申請をした日以後に最初に到来

する６月30日までとする。ただし、第５条第１項に規定する対象者でなくなることが見込まれる

ときは、その見込まれるまでの期間とする。 

（利用の申請） 

第９条 第７条の規定により利用登録を受けた児童の保護者は、子育て短期支援事業を利用しよう

とするときは、鎌ケ谷市子育て短期支援事業利用申請書（別記第３号様式）に市長が必要と認め

る書類を添えて、子育て短期支援事業を利用しようとする日又は期間の初日の14日前までに、市
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長に申請しなければならない。ただし、緊急その他やむを得ない事情があると市長が認めるとき

は、その事情がなくなった後に申請しなければならない。 

（利用の可否の決定） 

第10条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、子育て短期支援事業の利用の可

否を決定し、その旨を鎌ケ谷市子育て短期支援事業利用可否決定通知書（別記第４号様式）によ

り当該申請をした保護者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条の申請した保護者に係る第11条に定める利用料の未払いがあるときは、子育て短

期支援事業の利用を拒むことができる。 

３ 市長は、第１項の規定により子育て短期支援事業の利用の決定をしたときは、同項に規定する

通知書の写しを実施施設へ送付するものとする。 

（利用料の徴収） 

第11条 前条第１項の規定により子育て短期支援事業の利用の決定を受けた児童（以下「利用児童」

という。）の保護者（以下「利用保護者」という。）は、別表の区分の欄に掲げる事業の種類等

の区分に応じ、同表の利用料の欄に定める額を、利用児童が利用しようとする日又は期間の初日

までに市長に納付しなければならない。ただし、利用保護者の属する世帯が生活保護法（昭和25

年法律第144号）による被保護世帯及びこれに準ずる世帯等であるときは、この限りでない。 

２ 利用保護者は、緊急その他やむを得ない事情があると市長が認めるときは、その事情がなくな

った後に前項の利用料を納付しなければならない。 

３ 利用保護者は、第１項に定める利用料のほか、次に掲げる費用を実施施設へ直接支払わなけれ

ばならない。 

(１) 利用保護者が持参しない等の理由により実施施設がやむを得ず購入した利用児童の衣料、

日用品等に係る費用 

(２) 実施施設における養育中の利用児童の怪我等の理由により医療機関でその怪我等の治療等

をするために実施施設がやむを得ず支払った診療費、薬剤費及び通院に要した費用 

（変更等の申請） 

第12条 利用保護者は、子育て短期支援事業の利用を中止し、又は変更しようとするときは、鎌ケ

谷市子育て短期支援事業利用中止・変更申請書（別記第５号様式）により、市長に申請しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、子育て短期支援事業の利

用の中止又は変更の可否を決定し、その旨を鎌ケ谷市子育て短期支援事業利用中止・変更可否決
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定通知書（別記第６号様式）により、当該申請をした利用保護者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により子育て短期支援事業の利用の中止又は変更の決定をしたときは、前

項に規定する通知書の写しを実施施設へ送付するものとする。 

（利用決定の取消し等） 

第13条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、子育て短期支援事業の利用の決定を取り

消し、又は利用を停止することができる。 

(１) 利用児童が、第５条第１項に規定する要件を満たさなくなったとき。 

(２) 利用児童が、疾病等の理由により子育て短期支援事業の利用ができないと認められるとき。 

(３) 虚偽の申請その他不正な手段により子育て短期支援事業の利用の決定を受けたとき。 

(４) 利用保護者が、利用料及び第11条第３項に規定する費用を支払わないとき。 

(５) 実施施設の長が、当該実施施設の管理及び運営上、利用児童が子育て短期支援事業を利用

することについて不適当であると認めるとき。 

(６) その他市長が子育て短期支援事業を利用することについて不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により子育て短期支援事業の利用の決定を取り消し、又は利用の停止をし

たときは、鎌ケ谷市子育て短期支援事業利用取消・停止通知書（別記第７号様式）により、その

旨を当該利用保護者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により子育て短期支援事業の利用の決定を取り消し、又は利用の停止を

したときは、前項に規定する通知書の写しを実施施設へ送付するものとする。 

（実績報告） 

第14条 実施施設の長は、毎月10日までに前月分の子育て短期支援事業の利用状況について、鎌ケ

谷市子育て短期支援事業利用状況報告書（別記第８号様式）により市長に報告するものとする。 

（委任） 

第15条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

（住民基本台帳法の一部改正に伴う経過措置） 

２ 住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成21年法律第77号）附則第１条第１号の規定による

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の一部改正が施行されるまでの間、第５条第１項中「住

民基本台帳に記録されている児童」とあるのは、「住民基本台帳に記録され、又は、外国人登録
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原票に登録されている児童」と読み替えるものとする。 

附 則（平成25年２月18日規則第１号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

別表（第11条関係） 

  

区分 利用料 

事業の種類 世帯 利用単位 額 

短期入所生活

援助事業 

市町村民税非課税世帯 児童１人１日あたり 1,100円 

上記以外の世帯 ２歳未満の児童１人１日あたり 5,500円 

２歳以上の児童１人１日あたり 2,850円 

日帰り養護事

業 

市町村民税非課税世帯 児童１人１回あたり 350円 

上記以外の世帯 児童１人１回あたり 1,400円 

夜間養護事業 市町村民税非課税世帯 児童１人１回あたり 350円 

上記以外の世帯 児童１人１回あたり 800円 

別記 

第１号様式（第６条関係） 

第２号様式（第７条関係） 

第３号様式（第９条関係） 

第４号様式（第10条関係） 

第５号様式（第12条関係） 

第６号様式（第12条関係） 

第７号様式（第13条関係） 

第８号様式（第14条関係） 


